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新しい高齢者医療制度のかたらの検討  
～抜本改革の理念型～  
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約10年にわたる議論の結果、  
独立型（75歳～）と財政 調整（町議）  

の組み合わせ）で合意。  

以下の4つの方式が提案され、議論。  

関係者が全面的に賛同できる案はなし。  
l  

l  
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【リスク構造調整】  【独立型】（支持団体‥日医、健保連、経団連）  

・所得形態、所得捕捉の  

問題がある  

・被用者保険の持ち出し  

が多くなる  

高齢者  ・公費重点投入や高齢者に  

ふさわしい医療がわかりやす  
い  

・支持団体の見解は、公費負  

担割合、対象年齢等について  

様々  

【一元化】  【突き抜け型】（支持団体＝連合）  
・何千もの保険者をどうす  

るか  

－所得形態・所得捕捉が  

異なる者の保険料基準を  

どうするか  

「事業主負担をどうするか  

・保険集団構成員の連帯  

感や保険運営の効率性  

の観点から問題  1   

・就業構造が流動化している中  

で、高齢期になっても被用者・  

非被用者を区分することは、社  

会連帯の理念が老健制度より  

後退  

■被用者年金の加入期間を満た  

さない者は国保の負担となり、  

国保の財政がもたない  



長寿医療制度（後期高齢者医療制度）の運営の仕組み（平成20年度）  

＜75歳以上の方を対象とする理由＞  

①75歳以上の高齢者については、生活習慣病を中心に入院が増加するなどの特性があり、一般に心身機能の低下が見ら  
れることから、病気だけではなく心身全体をみたサービスを提供する必要がある。  
②65歳から74歳までの高齢者については、男性で4割、女性で2割の方が就業していることから、制度を支える側に回って   
いただく必要がある。  

③ 限られた財源の中で、公費を重点的に投入する観点から、対象者を重点化する必要がある。  

参考）介護保険において、被保険者の範囲を40歳以上とした理由  

初老期認知症や脳血管疾患による介護ニーズの可能性が高くなることや、自らの親も介護を要する状態になる可能性が  

高くなるため、介護保険制度により介護の負担が軽減されること等を勘案したもの。  

＜対象者数＞ 75歳以上の高齢者 約1，300万人  

＜75歳以上の高齢者の医療費＞ 11．9兆円（平成20年度予算ベース：満年度）  

給付費 10．8兆円  患者負担1．1兆円  
【都道府県単位で全ての市町村が加入する広域連合】  

公費（約5割）  

〔国：都道府県：市町村＝4：1：1〕  

●■  ；        ．．－  ，∃                 ′⊂LL  

撞慧封〔笥晋〕  

＜一括納付＞  
75歳以上の高  
齢者の心身の特  
性に応じた医療   
サービス  

医療保険者  

健保組合、国保など  

被保険者  

（75歳以上の者）  

各医療保険（健保、国保等）の被保険者  

（0′～74歳）  

各医療保険者の支援金負担額は、0～74歳の加入者数に応じて  

決まる仕組み  
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老人保健制度と新たな高齢者医療制度の比較  

0 75歳以上の後期高齢者については、その心身の特性や生活実態等を踏まえ、平成20年度に独立した医療制度を創設する。  

○ あわせて、65歳から74歳の前期高齢者については、退職者が国民健康保険に大量に加入し、保険者間で医療費の負担に   

不均衡が生じていることから、これを調整する制度を創設する。  

○ 現行の退職者医療制度は廃止する。ただし、現行制度からの円滑な移行を図るため、平成26年度までの問における65歳未   

満の退職者を対象として現行の退職者医療制度を存続させる経過措置を講ずる。  

＜老人保健法＞  ＜高齢者の医療の確保に関する法律＞  
［
独
立
制
度
］
 
 

’ 

＝  

言   

後
期
高
齢
者
 
 
 ■■■■■■■■■■■■■  

75歳  

65歳 ＋  ＋  ■  
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前期高齢者の財政調整の全体イメージ  

前期高齢者加入率が、全国平均加入率12％を上回る保険者については交付金が交  
付され、下回る保険者については納付金を納付することとなる。  
健保組合は、一般的に前期高齢者の加入率が低いので、納付金を納付することとなる。  

各保険者の納付金  

＝（当該保険者の1人当たり前期高齢者給付費）×当該保険者の0～74歳までの加入者数  

×（全国平均の前期高齢者加入率 一 当該保険者の前期高齢者加入率）  

平全  
均国  

組健  

合保   
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老人保健拠出金のイメージ  

○ 老人医療費については、全国民が公平に負担することを基本として設定。  

○ 各保険者は、保険者間の老人加入者の偏在による負担の不均衡を調整するため、国保・被用者保険の各保険者の  

老人加入率が全制度平均と同一であると仮定した場合の老人医療費額を算定し、負担する。  

各保険者の老人保健拠出金  

＝当該保険者の一人当たり老人給付費×当該保険者の総加入者数×全国平均の老人加入率×（1一公費負担率）  

＜老人医療費＞11．1兆円（平成19年度予算ベース）給付貴10．1兆円  患者負担1．0億円  

平全  
均国  

健政  

保管  

組健  

合保  
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退職者医療制度（旧制度）の仕組み  

○ 退職などによって企業を辞めた者は、国保に加入する。  

○ 被用者の期間が長期にわたる者（20年以上）の医療章については点ら支払う保険料と各被用   

者保険制度からの拠出金により賄っている。  

○ この拠出金については、各被用者保険が財政力に応じて負担。（報酬総額で按分）  

※平成20年度以降の退職者医療制度については、平成26年度までの間における65歳未満の退職被保険者等   
が65歳に達するまでの間、経過的に現行の退職者医療制度を存続させる。  6   



長寿医療制度における障害認定の仕組み等について  

65歳～74歳で  

一定の障害の  

状態にある方  

申請により、広域連合の  

障害認定を受けた方（※）   

‾   芸‡ミ  
それ以外の方  

（※）なお、障害認定を受けた方が、その認定  

に係る申請を撤回する旨の申し出をされた場合、  
将来に向かってその認定を取り消し、国保又は  
被用者保険に加入することが可能。  

【医療責助成事業について】  

①地方自治体（10道県）によっては、▼障害者を対象とした独自の医療責助成事業において「長寿医療制度に加入し  
ていること」を助成要件としており、長寿医療制度に加入しなければ当該助成が受けられなくなるとの指摘があった。  

② これに対して、厚生労働省としては、5月の全国会議において、助成要件の見直し等の検討を依頼するとともに、7   
月に保険局長通知により、改めて依頼。  

③現在、一部の自治体（山口県、栃木県等）において見直しを決定し、多くの自治体においても見直しの検討あるい  
は調査を行っているところ。  7   



韓国の医療保険制度における一元化の取組について  

地域医療保険  
（都市の自営業者、農漁業）  

公・教医療保険  
（公務員、教職員）  

職場医療保険  
（一定規模の事業所における被用者）  

■■一 ● ‾ ‾ ‾ ‾ － ‾ ‾ ■‾ ■■‾ ‾ ‾ －■■●■● ∴  

90年代において、各  

医療保険間の財政力  

の格差や保険料負担  
の不公平さといった財  

政運営上の問題につ  

いて、国民の不満が  

1998年～  

国民医療保険管理公団  

l、高まる。   
＼  

一元化にあたってのポイント  

○ 運営組織一財政については、一元化されている。  

○ 加入者については、  

①職場加入者（一般労働者・公務員・教職員、その被扶養者）   
②地域加入者（都市地域の自営業者、農漁村地域の住民）   
となっている。保険料基準については、それぞれ、  
①標準報酬月額×保険料率   

②所得、財産、生活水準、経済活動参加率等を反映させた負担能力を点数化（保険料賦課点数）し、これを  
もって、世帯単位で等級別・定額制の保険料を算定   

となっている。また、①については労使折半が原則であるが、②については（事業主・本人負担分も含め）全額   
本人負担である。  

○ したがって、①、②の間で統一した保険料基準が設定されておらず、保険料負担の公平性が課題。   



ドイツの医療保険制度における一元化の取組について  

2007年、医療保険競争強化法の制定（多くは2009年1月より施行）   

→基金は連邦保険庁が運営。基金が全国一律の保険料率による保険料収入及び国庫補助を一括して受け入れ、  
各疾病金庫に対して、加入者人頭割の交付金と、加入者の年齢・性別・羅患率を指標とするリスク構造調整の  
ための加算金を交付する仕組みを創設。   
→保険料は、被保険者の保険料算定基礎収入に保険料率を乗じて得た額となる。保険料負担は、被用者につい  
ては労使折半が原則であるが、自営業者については（事業主・本人負担分も含め）全額本人負担が原則である。  
また、自営業者に対する保険料基準については、①一般に所得が高いため、保険料算定の限度額の上限、  
②所得税決定通知書で前年所得が証明できればその額、③所得が少ない場合は予め設定する最低算定基礎額  
のいずれかを適用している。   
→ したがって、被用者と自営業者との間で、保険料負担 の仕組みが異なっている。また、基金の創設につい  
ては、疾病金庫側の反対が強し＼とも言われており、今後の動向に注意が必要。   

○異なる疾病金庫間での合併が可能となる（2007年施行）。また、各疾病金庫における連邦レベルの連合会を1つに  

統合0  
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後期高齢者医療広域連合の組織形態（平成20年10月1日時点）  

都道府県庁所在地の市区町村長・・・27県  

その他の市区町村長・－・20県  

1．広域連合長  

2．議員定数  

20人未満   20人～29人   30人～39人   40人～49人   56人   77人   

11都道府県   23都道府県   9都道府県   2都道府県   1都道府県   1都道府県   

3．職員数  

20人未満   20人～29人   30人～39人   40人～49人   50人～54人   65人   

5都道府県   27都道府県   9都道府県   3都道府県   2都道府県   1都道府県   

全職員数1，336人 内訳  

市区町村からの派遣   都道府県からの派遣   国保速からの派遣   その他   

1，210人   49人   26人   51人   

47都道府県   29都道府県   16都道府県   17都道府県   
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4．広域連合の処理する事務  

①被保険者の資格の管理に関する事務  

② 医療給付に関する事務  

③ 保険料の賦課に関する事務  

④ 保健事業に関する事務  

※広域連合組織の一例  
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5．長寿医療制度の運営主体  

長寿医療制度の運営主体については、（1）広域連合の他に、（2）市町村、（3）都  
道府県、（4）一部事務組合が議論された。  

（1）広域連合  

○独自の首長及び独自の議会を持っており、責任をもって保険者機能を発揮できる。  

○広域連合における事務処理は、国民健康保険や老人保健制度に精通した市町村の職員が中心となって  
行うことができ、保険料決定や保険料徴収等について、広域連合と市町村が密接な連携のもとに、事務  
処理を行っていくことが可能である。  

（2）市町村  

○高齢化の進展に伴い老人医療費は増大することが見込まれており、後期高齢者医療制度の運営に当た  
っては、財政の安定化を図る観点から広域化を図る必要がある。  
○他方、保険料徴収や各種申請の受付等の窓口業務については、住民に身近な行政主体として、住民  

情報を保有し、日頃から地域住民に接している市町村が担うことが適当である。  
○このような事情や関係者との協議を踏まえ、保険料徴収等の事務は市町村が行うこととした上で、都道  
府県単位で全市町村が加入する広域連合を設立し、当該広域連合を運営主体とすることにより、財政  
運営の広域化及び安定化を図ることができる。  

（3）都道府県  

○都道府県は、住民に関する基礎情報を保有せず、医療保険の事務処理に関するノウハウの蓄積もない。  
○また、保険料の徴収等の事務処理に関するノウハウの蓄積がなく、都道府県が、こうした事務を担うこと  
は、現実的には困難である。  
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（4）一部事務組合  

○地方公共団体の広域的な事務処理の形態としては、一部事務組合もあるが、広域連合は、平成6年の  
地方自治法の改正により創設された新しい制度であり、一部事務組合と比較して、   
ア 広域計画の策定が義務づけられており、広域的な行政の推進により適した仕組みであること   

イ 構成団体に規約を変更するよう要請することができるなど、より自立的な組織であること   

ウ 一部事務組合の議会の議員及び管理者の選出については充職が認められるのに対し、広域連合  
の議会の議員及び執行機関の選出については直接公選又は間接選挙が義務づけられており、  
より民主的な組織であること などを勘案して、広域連合を選択した。  

区 分   広  域  連  合   一 部 事 務 組 合   

団体の性格   ・特別地方公共団体   ・同左   

構成団体   ■都道府県、市町村及び特別区   ・都道府県、市町村及び特別区   

設置の目的等   ・多様化した広域行政需要に適切かつ効率的に対応するとともに、国か  

らの権限移譲の受け入れ体制を整備。   

国等からの事務  ・国又は都道府県は、広域連合に対して直接に権限・事務に委任を行う   ・規定なし   
権限の委任   ことができる。   

＿一、－ 

・都道府県の加入する広域連合は国に、その他の広域連合は都道府県  

に、権限一事務を委任するよう要請することができる。   

構成団体との関  ・ 構成団体に規約を変更するよう要請することができる ・規定なし   

係等   画を策定し、その実施について構成団体に対し勧告することが  

王皇墨。広域計画は、他の法定計画と調和が保たれるようにしなければ  

ならない。   

設置の手続   ・関係地方公共団体がその議会の議決を経た協議により規約を定め、都  ・関係地方公共団体がその議会の議決を経た協議により規約を定め、都  

道府県の加入するものは総務大臣、その他のものは都道府県知事の許  道府県の加入するものは総務大臣、その他のものは都道府県知事の許  

可を得て設ける。  可を得て設ける。  

ただし、総務大臣は、広域連合の許可を行おうとするときは、国の関係  
行政機関の長に協議するものとする。  

組織   ・議会 一 長（執行機関）   ・議会一 管理者（執行機関）  
一■■■        l■  

ただし、複合的一部事務組合のおいては、管理者に代えて理事会を設  
けることができる。   

議員等の選挙の  ・議会の議員及び執行機関の選出については、直接公選又は間接選挙   管理者は、規約の定めるところにより、選挙されまたは   

方法等   1⊆よ墨。   選任される（充職も認められる）。  



6．広域連合の状況  

全国の広域連合設立数・＝111広域連合（平成20年4月1日時点）  

後期高齢者医療広域連合   
介護保険又は国民健康保険  

その他の広域連合   
に関する事務を行う広域連合  

合計   

47広域連合   49広域連合   15広域連合   111広域連合   

※うち介護保険に関する事務を行う広域連合ニ48広域連合   

国民健康保険に関する事務を行う広域連合：3広域連合  

広域連合の状況（例）  

たいせつ   
広域連合の名称   モらち  大雪地区広域連合   も がみ   福岡県介護保険広域連合  

広域連合を組織  北海道内の6市町（1市5町）   北海道内の3町   山形県内の4町村（2町2村）   福岡県内の39市町村  
する地方公共団体  （5市30町4村）   

主に処理する事務  （1）同島健康僅除去姜に関する主務  （1）同巨引捷康保障主姜に関する主務  （1）国旨健康僅瞼重堂に関する重箱  介真書保障生姜 の  

（国民健康保険直営診療施設に係る事  （2）介諸侯除去姜に関する主務   （国民健康保険直営診療施設に係る事  （1）被保険者の資格の管理に関する  

務を除く）   （3）長春瞑痔制唐に関する重箱   務を除く）  事務  
（2）介護保障重糞に関する主務   （2）要介護認定及び要支援認定に関            （4）乳幼児医療給付事業、ひとり親家  （2）重度心身障害（児）者・乳幼児及び  

（3）広域化の調査研究 など   庭等医療給付事業などに関する受託  

事務  務  （3）保険給付に関する事務  

（5）広域化の調査研究   （3）広域化の調査研究   （4）介護保険事業計画の策定に関す  

る事務  
（5）保険料の賦課及び徴収に関する事  

務  

（6）その他介護保険制度の施行に関  

する事務   
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市町村国保の現状について  

1．保険者数  
被保険者数   ～5千   5千～1万   1万～5万   5万～10万   10万～30万   30万～   合計   

保険者数   639   385   637   88   57   9   1．815   

保険者数は平成19年4月1日現在、被保険者数は平成19年度年間平均  

2．一保険者あたりの職員数  

役職   課長以上   係長相当職以上   一般職員   嘱託徴収員   レセプト専門員   合計   

平均人数   1．4人   3．2人   7．7人   2．0人   0．9人   15．1人   

全保険者人数   2．458人   5，877人   13，912人   3，658人   1，619人   27．524人   

全保険者人数（平成19年3月末現在）を保険者総数1818（平成19年3月末現在）で除して計算  

3．単年度収支差引額赤字保険者数  

年度   16   17   18   

赤字保険者数   1，495（59．1％）   1，169（63．7％）   948（52．1％）   

法定外の一般会計繰り入れ（平成18年度：約3，600億円）を含めた単年度収支の赤字保険者数  

（）内は全保険者数に占める割合   



市町村国保の保険料（税）賦課方式について  

1．国民健康保険料と国民健康保険税の保険者数  

保険料   保険税   

字36保険者   1597保険者   

平成18年度国民健康保険実態調査報告より（総数1833保険者）  

2．保険料（税）賦課方式別の保険者数  

貝武課方式   4方式   3方式   2方式   

保険者数   1474   314   45   

被保険者数   22，254千人   18，661千人   7，016千人   

平成18年度国民健康保険実態調査報告より（総数1833保険者）   

※4方式とは所得割・資産割一均等割■世帯別平等割を保険料（税）の計算に使用  

3方式は所得割・均等割一世帯別平等割、2方式は所得割・均等割を保険料（税）の計算に使用  

3．所得割算定方式別の保険者数  

算定方式   旧ただし書き方式   本文方式   住民税方式   

保険者数   1，753   38   

保険者数は平成20年4月1日現在   




